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 第２節 自動車の性能・価格と国民の自動車需要に関する意識等 

 

１ 我が国における自動車の保有台数及び販売台数の推移等 

（１）保有台数の推移 
   我が国の自動車（四輪車）の保有台数の推移をみると、昭和 45 年には約

1,875 万台であったが、平成 19 年には当時の約 4.0 倍の約 7,563 万台とな

っている。 

   また、保有台数における登録車両と軽自動車の割合をみると、平成 13 年

以降軽自動車の割合が３割を超えており、19年には33.7％となっている（表

13）。※１ 
 
（２）販売台数の推移 

   我が国の自動車（四輪車）の新車販売台数の推移をみると、昭和 45 年に

約 410 万台で、平成２年には約 778 万台まで増加したものの、10 年以降 600

万台を下回っており、19 年には昭和 45 年の約 1.3 倍の約 535 万台となって

いる。 

   また、新車販売台数における登録車両と軽自動車の割合をみると、平成

10年以降は軽自動車が３割を超えており、19年には35.9％となっている（表

14）。※２ 
 
（３）保有台数の増加等の背景 

  ア 1980 年代までの保有台数の増加等の背景 

    上記の自動車の保有台数及び販売台数の推移に関し、「わが国のモータ

リゼーション発展期における自動車産業の環境と自動車メーカーによる

マーケティング対応」では、モータリゼーションの進展にしたがい、市

場に成長余力があったときには、大量生産による量産効果で自動車価格

が下落したこと、国民所得の漸進的増加もあり、自動車需要が増大した。

また、自動車用途が輸送などの業務用から個人の娯楽や移動という個人

用に次第に変化し、質的な変化が起こったこと、女性運転免許保有者の

増加による運転者の増加などが挙げられる。また、市場が成熟化し、1970

年代の２度のオイルショックに見舞われ、自動車需要にも変化がみられ

るようになったが、自動車を複数保有する家庭や地方での増加などによ

り、自動車需要には底堅さがあったとしている。※３ 

    1960 年代の国民所得の変化と乗用車普及率との関係については、日産

の市場調査課において、ヨーロッパ諸国を取り上げ、１人当たりの国民

所得と乗用車の価格との関係が、１～1.4 倍になったときに急激な乗用車
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普及がみられると分析した結果を踏まえ、「国民所得と乗用車価格はこれ

まで他国で観察された通りに、強い相関関係があり、他国と同様にわが

国でもこれが証明された結果となった」としている※４。 

    その後、1978 年から 79 年にかけて上昇しつつあった自動車需要は、そ

の後横ばいとなったが、こうした中で軽四輪商用車の需要が急増した。

これは、乗用車的性格の新車が多数投入され、低価格で維持費が安かっ

たためであったとしている。また、80 年代になると、景気停滞と自動車

市場の成熟化のため、自動車需要の伸長率が鈍化し、85 年には軽自動車

を含めた乗用車市場の需要構造は、代替が 66％を占めたほか、「都道府県

別普及率では、大都市とその周辺部は低く、地方部、特に公共交通機関

が整備されていない農山村部では普及率が高く」なり、この理由につい

て、「以前と異なり、自動車の保有は所得水準と関係なく、国民の足とな

ったためである」としている。※４ 

  イ 近年における自動車需要に関する意識 

    社団法人日本自動車工業会では、平成 19 年度に、単身世帯を含む全国

の一般世帯における乗用車の保有、今後の購入意向などを調査し、乗用

車の需要構造を明らかにして、需要の質的変化の見通しに役立てること

を目的として、「2007 年度乗用車市場動向調査」を実施している。その調

査結果をみると、次のとおりである（別紙１参照）※５。 

   ○ 全国乗用車世帯保有率（単身世帯を含む。）は 79.2％となり、前回（’05
年度 78.8％）に比べてほぼ同水準。 

     世帯年収を５等分（各層 20％）した所得階層別に世帯保有率をみる

と、各階層とも前回に比べてほぼ同水準となっている。各階層別世帯

年収の平均値の推移をみると、横ばいないしわずかに低下傾向にある。 

     世帯に２台以上の車を持つ「複数保有率」は、’05 年度調査では増加

に転じたが、’07 年度調査では減少に転じた（前回 38.3％、今回 33.5％）。

「複数保有率」を所得階層別にみると、「第２分位」を除き、減少に転

じた。高所得者層ほど減少率が大きい（別紙１参照）。 

   ○ 最近の購入形態では、「乗用車からの代替」（80％）が中心。代替ユ

ーザーの前保有車使用期間は長期化が続いており、7.1 年。 

     一番最近買った新車の平均購入価格は、’03 年度調査から上昇してい

る（’03 年度調査 200 万円→’05 年度調査 205 万円→今回調査 214 万円）

（別紙１参照）。 

   ○ 車を買い替えた者で、買い替え時期が延びた理由としては、「前の車

の傷みが少なく、まだ十分乗れそうだった」（48％）「前の車が気に入

っていた」（29％）、「収入の伸びが思わしくなかった」（25％）の順と
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なっている。また、買い替えていない者で、現在保有している乗用車

の保有期間の長期化が予想される理由としては、「今の車の傷みが少な

い」（45％）「今の車が気に入っている」（31％）「収入の伸びが思わし

くない」（30％）の順となっている（別紙１参照）。 

   ○ また、買い替え時期を早める条件については、「非常に低燃費の車が

発売されたら」、「自動車関連税が軽減されたら」をはじめとする経済

的負担感の緩和が上位を占めている（別紙１参照）。 

   ○ 環境への意識 

     環境への意識は、’05 年度調査と比べると全体的に高まる傾向がみら

れ、小型車志向が強まっている。’05 年度調査と比べて肯定的な回答の

増加が多いものをみると、「クルマは必要なもので、多少高くても、環

境にできるだけ負担の少ない車を選ぶ」は７ポイント増の 79％、「大排

気量・高馬力車などにこだわるよりも、環境に優しい車や低燃費車の

方を選ぶ」は５ポイント増の 82％。その他の項目も前回より３～４ポ

イント増加している項目が多く、環境についてより身近な問題と考え

ている実状が伺えるとしている。（別紙１参照） 

   ○ 安全への意識 

     購入時における安全性に関する重視度は、「エアバック等の安全装

備」（80％）で増加傾向がみられる一方、「ＡＢＳ等の安全装備」（75％）

「車の大きさ・ボディ剛性」（76％）「ボディタイプ・形状による安全

性」（67％）は、ほぼ’05 年度調査と同水準。 

     車の安全装備の装着とボディ構造をともに重視している「安全最重

視層」（17％）や２番目に安全志向の強い「安全重視層」（36％）は、

ほぼ’05 年度調査と同水準。ただし、直近購入者（’06 年度以降購入者）

では「安全最重視層」は 21％で、購入年度の新しいユーザーほど安全

を重視する傾向がみられる。 

     ＡＳＶへの関心度では、「非常に関心がある」が高いのは「夜間前方

歩行者情報提供装置」（49％）、「車両死角部障害物衝突防止支援システ

ム」（48％）、「飲酒運転防止装置」（46％）である。「前方障害物衝突防

止支援システム」「被害軽減ブレーキ」は前回調査からやや増加したと

している。（別紙１参照） 

  ウ 若者の自動車保有に関する意識 

    「変化する若者のクルマへの期待」では、近年の若者のクルマ離れが

指摘されていることを踏まえて調査した結果、次のとおりとしている※６。 

   ○ 2005 年度時点で、若者（18～29 歳男女）の主運転者率（自宅に主に

自分が運転するクルマがある人）が 75％、自分専用車使用率（自宅に
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自分専用のクルマがある人）が 54％となっている。過去からの変化を

みると、主運転者率に大きな変化はみられないものの、自分専用車使

用率が 10 ポイント低下している。若者はクルマに乗らなくなっている

わけではなく、専用のクルマを持つ人が減っているということがわか

る。（図 24） 

     主運転者をベースに、現使用車の使い方をみると、走行距離が月間

600 キロ未満で、通勤通学目的での使用が増える一方、走行距離 600 キ

ロ以上、レジャー目的での使用機会が減少していることから、走行距

離の減少、日常用途化が進んでいることがわかる。（図 25） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ○ 若者の余暇の過ごし方と、余暇活動にクルマが使われる割合を把握

図24●18～29歳男女の主運転者、専用車使用者

出所）『乗用車市場動向調査』（日本自動車工業会） 

図25●18～29歳男女の現使用車と使い方

出所）『乗用車市場動向調査』（日本自動車工業会）
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するために定量調査（全国 15～29 歳男女個人、1,171 サンプル、イン

ターネット調査 2008 年４月）を実施した結果、クルマが使われるアウ

トドアレジャーへの参加率が低下し、一部のスポーツや、趣味・創作

活動などのアウトドアレジャー以外の活動でクルマが使われていない

ことから、総じて、若者の余暇活動において、クルマが使われる機会

が限定されていると言える。このことは、若者の生活におけるクルマ

のカバー範囲の低下を示しており、クルマの有用性が減少しているこ

とを示唆している。（図 26） 

 

 
 
   ○ 若者の生活におけるクルマの存在感が弱まっていることが、クルマ

に対する認知価値を乏しくさせ、購入動機が弱くなっていると考えら

れる。 

     2006 年度乗用車市場動向調査において、車を持たない若者にその理

由を聞くと、 

    ・ 他の交通機関を使用した方が便利 

    ・ 購入資金のめどがつかない 

    ・ 収入などの先行きに明るさを感じない 

     が上位に挙げられ、さらに、自家用車は必要ないと考える若者にそ

図26●半年内活動実施率とクルマの使用有無 
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の理由を聞くと、 

    ・ 使う機会がない 

    ・ 他の交通手段を利用した方が便利 

    ・ 月々の支払いが大変 

    ・ 維持費がかかる 

    が上位に上がっている。 

     若者がクルマを持たない、あるいは必要性を感じない意識の背景に

は、生活において使う機会が少ないために、クルマの購入・使用に関

するコスト意識が高まり、電車やバスをはじめとするクルマ以外の移

動手段が選好されていることがある。 

  エ 昨年来の世界的な景気低迷及び雇用不安の影響 

   ○ 「平成 20 年度国民生活モニター調査」（全国の国民生活モニター：

2,000 人を対象。うち郵送モニター（郵送調査）1,012 人、電子モニタ

ー（ウェブ調査）988 人。有効回答者数：1,787 人（回収率 89.4％））

では、世帯収入及び雇用不安について、次の結果が示されている※７。 

    ・ 世帯収入について、「少し少なくなった」、「かなり少なくなっ

た」を合計すると、回答者の44.6％が収入は減ったと感じており、

平成20年８月の調査に比べて10.5％ポイントの増加となった。これ

は、昨秋のアメリカの金融市場に端を発した、国内景気の急速な悪

化が家計に影響を及ぼしているものと考えられる。 

      ただし、本調査時点では、「変わらない」との回答も45.4％であ

り、上述の「減少した」との回答と拮抗しており、景気悪化の家計

への影響について、今後の動向を注視していくことが必要と考えら

れる。 

    ・ 世帯の主たる稼得者の雇用不安について、「ある」、「少しある」

を合計して回答者の31.8％が雇用不安があると回答しており、平成

20年８月の調査に比べて7.6％ポイントの増加となっている。一方で、

依然として回答者の５割が雇用不安は無いと回答していること、分

からないとの回答も２割弱存在している。 

   ○ 「労働力調査（基本集計）平成 21 年５月分（速報）結果の概要」に

よれば、次のとおりとされている※８。 

    ・ ５月の就業者数は 6,342 万人と１年前に比べ 136 万人減少。就業

者数は 16 か月連続の減少 

    ・ ５月の完全失業者数は 347 万人と１年前に比べ 77 万人増加。完全

失業者数は７か月連続の増加 

   ○ 上記のような世帯収入の減少や雇用不安の増大などの要因は、消費
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にも影響を与えるものと考えられる。 

 
２ 車両の性能等と国民の自動車需要に関する動向等 

（１）自動車の購入・維持に伴う減税等 
  ○ 景気対策及び環境対策の観点から、平成 21 年４月１日から、次のとお

り自動車グリーン税制の延長及び拡充等が行われている※９、１０。 

   ・ 自動車グリーン税制の対象とされている環境性能の良い自動車等に

ついて、自動車重量税及び自動車取得税を減免する特例措置 

   ・ 新車購入以外の取得について、自動車取得の税に係る特例措置 

  ○ 大気汚染や地球温暖化問題の改善等を図るため、平成 21 年度、低公害

車等の導入等に係る次の補助制度を行っている。 

   ・ 低公害車普及促進対策費補助制度 

   ・ 次世代自動車導入加速モデル事業 

 
（２）最近における自動車の販売動向 

   平成 20 年 11 月以降の登録車及び軽自動車の新車販売台数の合計を前年

比でみると、80％台から 70％台となっており、著しく減少している。この

傾向は、（１）の減税等の措置が始まった 21 年４月以降においても、自動

車の新車販売全体を見る限りにおいては継続している（別紙２参照）※１１。 

   その中で、ハイブリッド車については、平成 21 年４月以降連続して新車

販売台数のトップを占めている。（別紙３参照）※１２これは、１（３）イの

調査結果にみられるように、これまでも環境や低燃費に対する国民の関心

が高まっており、ハイブリッド車の環境や低燃費に関する性能の高さは知

られていたものの、他のガソリン車に比べて価格が高いことから、必ずし

も需要が高いとはいえなかった。しかしながら、平成 21 年に入り、自動車

メーカーにおいてハイブリッド車の低価格戦略が採られたことや（１）の

減税等の措置が始まったことにより、こうした車両に対する国民の購買意

欲が高まっていると考えられる。 
 
（３）ＥＳＣ等の安全性に関する装置に関する動向 

   安全性に関する装備についても、１（３）イの調査結果では、国民の関

心が高いことが分かるが、ハイブリッド車等と同様に、開発、製造及び装

着に要するコストが自動車の価格に反映されることとなる。一般的には、

これらのうち、開発に要する１台当たりのコストや製造に要する１台当た

りのコストについては、当該装置の製造数や自動車の製造台数が増加する

にしたがって低減することが見込まれる。 
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   平成 21 年５月末現在、安全性に関する装備であるＥＳＣ（エレクトリッ

ク・スタビリティ・コントロール）及びＡＣＣ（アダプティブ・クルーズ・

コントロール）が開発され、自動車メーカーにおいて一部車種にオプショ

ンとして装備し、又は一部の車種・グレードに装備しているところである

が、オプション価格を確認することができたものの例としては、別紙４の

とおりである。ＥＳＣ及びＡＣＣとも、細かなオプションが設けられてい

ることから、価格は異なっており、ＥＳＣでは５万円から８万円、ＡＣＣ

では 14 万円から 25 万円までの幅がみられる（別紙４参照）※１３。 

   現在、これらの装置の装備は任意とされており、当該装備を有する自動

車の販売台数は不明であるが、これらが普及するためには、ハイブリッド

車の需要増の背景と同様の環境が整う必要があると考えられる。 
 
（４）自動車の安全・環境基準の国際調和等の動向 

   安全で環境性能の高い自動車を容易に普及させる観点から、国連欧州経

済委員会（ＵＮ／ＥＣＥ）に自動車基準調和世界フォーラム（ＷＰ 29）が

設けられている。同フォーラムでは、次の協定に基づく規則の制定・改正

作業を行うとともに、それぞれの協定の管理・運営を行うこととされてい

る。我が国では、これらの協定に基づき、自動車に係る基準の国際調和及

び認証の相互承認を推進している（別紙５参照）。※１４ 

  ・ 「国連の車両・装置等の型式認定相互承認協定(1958 年協定) 

  ・ 「国連の車両等の世界技術規則協定(1998 年協定)」 

   また、安全性に関する技術については、我が国及び諸外国において様々

な研究開発が行われており、それぞれの研究開発にはコストを伴うことと

なるところ、上記の自動車の安全・環境基準の国際調和等の動向に鑑みる

と、安全性に関する装置の研究開発の方向性については、その動向を踏ま

えつつ、我が国及び諸外国において広く普及する技術に注力すれば、コス

ト面も含めてより効率的であると考えられる。※１５ 

   なお、自動車に係る基準の国際調和等については、昭和 50 年代後半以降

の市場開放問題において我が国の自動車に係る基準・認証制度が取り上げ

られたことを受けて、昭和 60 年に執られた措置であるが、これとともに速

度警報装置の装備義務を廃止している※１６。自動車に係る基準の国際調和に

ついては、我が国で使用する自動車に関して、こうした国際調和に当ては

まらない基準等を導入することとする場合に対外経済摩擦の要因となる側

面もあることに留意する必要がある。 
 
（５）最高速度違反による交通事故対策に係る国民のアンケート調査結果 
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   第４章第１節のとおり、平成 21 年２月、内閣府において実施したＷＥＢ

アンケートでは、速度抑制装置及び速度警報装置とも必要性があるとする

回答が多数を占めている。 

   また、速度抑制装置又は速度警報装置を取り付けることについては、い

ずれも「無償なら、現在使用している自動二輪車・自動車に取り付ける」、

「取り付けることが義務付けされているなら、よい」、「取り付けることが

義務付けされていないが、標準装備ならよい」の回答が多い。反面、「有償

で、現在保有している自動二輪車・自動車に取り付ける」、「自動二輪車や

自動車の購入時にオプションで取り付ける」との回答は、速度抑制装置及

び速度警報装置ともおおむね 10％以下であった。 

   以上のことから、速度抑制装置又は速度警報装置については、必要性が

高いと考えられているものの、これらの装置の取付けについては、経費が

無償又は標準装備であって、装置や取付けの経費が見えないこと、又は取

付けが義務付けされていることが望ましいことが考えられる。 
 
３ 考察 

  「2007 年度乗用車市場動向調査」（社団法人日本自動車工業会 2008 年３

月。以下「市場動向調査」という。）によれば、我が国の世帯別の乗用車保有

率は 79％に達しており、乗用車購入理由の 80％が代替需要であることからみ

ると、今後も一定の自動車需要はあると考えられる。 

  しかしながら、市場動向調査では、回答者の年収の平均値が横ばいないし

わずかに低下傾向にある中で、代替ユーザーの前保有車使用期間が長期化し、

新車の平均購入価格が上昇するなどの結果がみられる。また、「変化する若者

のクルマへの期待」（（株）JMR 生活総合研究所、JAMAGAZINE 2008 年５月号）

では、若者について自分専用車使用率の低下、走行距離の低下、走行目的の

変化がみられることから、若者の生活におけるクルマの有用性が減少し、購

入動機が弱くなっているとの調査結果となった。これらの傾向は、「平成 20

年度国民生活モニター調査結果（概要）」（内閣府国民生活局ＨＰ 平成 21 年

６月２日）及び「労働力調査（基本集計）平成 21 年５月分（速報）結果の概

要」（総務省統計局ＨＰ 平成 21 年６月 30 日公表。以下これらを総称して「国

民生活モニター調査結果等」という。）の調査結果でみられる世帯収入の低下

や雇用不安の影響も相俟って、平成 20 年秋以降の自動車の新車販売台数の減

少に反映しているものと考えられる。他方、市場動向調査の結果では、回答

者は環境や低燃費への関心が高く、自動車の買い替え時期を早める条件とし

て低燃費の車の発売や自動車関連諸税の軽減を理由として挙げられていると

ころ、平成 21 年に入り、ハイブリッド車の低価格戦略や自動車に関する諸税



 

 90

の減税等の措置が執られたことを受け、全体の自動車販売台数が減少してい

る中でハイブリッド車の需要が急増している。 

  こうしたことから、「わが国のモータリゼーション発展期における自動車産

業の環境と自動車メーカーによるマーケティング対応－複数マーケティン

グ・チャネル制進展の背景－」（専修大学准教授 石川和男）で示された国民

所得と乗用車価格との強い相関関係や1970年代末に低価格で維持費が安かっ

た軽四輪商用車の需要が急増した傾向については、現在の我が国にも当ては

まると推察される。 

  ところで、乗用車については、市場動向調査の結果から、環境や低燃費ば

かりでなく、安全性に関する意識についても高まってきており、自動車の購

入理由の大きな要因になりつつあると認められる。また、内閣府で実施した

ＷＥＢアンケート調査結果では、速度抑制装置や速度警報装置について必要

性が高いとの結果が得られている。 

  しかしながら、安全性に関する新たな装置は、ＡＣＣなどのオプション価

格にみられるように、自動車のコスト増の要因となる。そのため、こうした

新たな装置を開発し、そのコストを自動車の販売価格に転嫁すれば、国民の

自動車需要に関する意識が低下するおそれがあると考えられる。 

  現在のところ、ＡＣＣなどについては、安全性の向上がコスト増に見合う

と考えている国民を対象とした販売戦略の一環として、自動車メーカーにお

いて一部車種にオプションとして装備することとし、又は一部の車種・グレ

ードに装備していると推察される。こうした任意の装備として取り扱うこと

については、安全性向上の観点から推奨されるべきと考えられるものの、安

全に関する意識の向上や装置の費用対効果に係る理解がないままに、例えば

こうした装置の装備の義務付けをするなどの措置を執ることとなれば、上記

のとおり自動車購買意欲の低下の影響は大きくなることが予想される。また、

ＡＣＣのように、現在国際基準調和が進められていないもの等についても、

そのような影響が大きくなることが予想される。そして、国民生活モニター

調査結果等のような我が国の社会経済情勢に鑑みると、その影響は、国民の

自動車需要に関する意識・動向に限らず、社会経済全体にも及ぶことが懸念

される。また、自動車の基準等に係る国際調和の動向に鑑みると、我が国で

使用する自動車に関して、こうした国際調和に当てはまらない基準等を導入

することとする場合に対外経済摩擦の要因となる側面もあることに留意する

必要がある。 

  以上のことから、当面、交通安全教育や広報啓発といった運転者側の対策

やハンプの設置等を始めとする道路側の対策を主として実施することとし、

自動車側の対策についてはＡＣＣなど最高速度違反による交通事故対策とし
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ての機能も有する装備の普及を推奨することとし、そのほか自動車の走行速

度の抑制により効果が見込まれるようなＩＳＡの開発に注力することが適切

と考えられる。 
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